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研究要旨 
我が国において免疫アレルギー疾患の罹患者は非常に多く、社会問題化している。アレル
ギー疾患対策基本法が平成 26年に成立し、これらの推進に関する基本的な指針において長
期的かつ戦略的な研究推進の必要性が示されている。免疫アレルギー疾患に対し安心して
生活できる社会を構築するため、免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略が 2019 年に示され
た。本研究班は免疫アレルギー疾患の効果的で有意義な研究を推進するため、研究状況や
国際情勢を正確に把握し、研究戦略を適切に立て、研究戦略の進行状況を随時確認してい
くことを目的とする。本年度は本研究戦略についての総説を日本アレルギー学会誌「アレ
ルギー」に発表した（本報告書に添付）、現在、Secondary publication として Allergology 
International に投稿し公開前である。NDB データベースによる免疫アレルギー疾患の診療
の現状把握のため、アレルギー診療に関する医薬品の実態調査、検査の実態調査を行なっ
た。また、日本の研究室からの免疫アレルギー分野に関連する国際雑誌における論文掲載
数や、日本における承認医薬品等の調査を行った。また本研究戦略の実装に向け、関連す
る 7 つの学会より推薦されたメンバーによる次世代タスクフォース（Empowering Next 
Generation Allergist/immunologist toward Global Excellence Task Force, ENGAGE)を
結成し、国際連携、若手研究者の育成を推進するため活動を開始した。ホームページも作
成し、2020 年度には JSA/WAO Joint Congress 2020 等でシンポジウムを行う準備を進めて
いる。この ENGAGE を中心に本研究戦略の情報発信を行うとともに、研究の国際化・多様化・
有機的連携に繋げていく。 
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Ａ．研究目的 
我が国において免疫アレルギー疾患の罹
患者は非常に多く、社会問題化している。
アレルギー疾患対策基本法が平成 26 年に
成立し、これらの推進に関する基本的な指
針において長期的かつ戦略的な研究推進の
必要性が示されている。免疫アレルギー疾
患に対し安心して生活できる社会を構築す
るため、免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦
略が 2019 年に示された。本研究班は免疫ア

レルギー疾患の効果的で有意義な研究を推
進するため、我が国の免疫アレルギー分野
における研究状況や国際情勢を正確に把握
し、研究戦略を適切に立て、研究戦略の進
行状況を随時確認していくことを目的とす
る。 
 
Ｂ．研究方法 
この免疫アレルギー10 か年戦略の内容に
ついて、医師、研究者等に対し、広く情報
発信を行うため、日本語総説の論文執筆を
行なった。日本アレルギー学会誌「アレル
ギー」に投稿した。さらに本研究戦略の情
報を世界に発信するため、総説の内容を英
語化し Secondary publication として
Allergology International に投稿した。
また、第 68回日本アレルギー学会学術大会
の会長企画講演において、免疫アレルギー
疾患研究 10 か年戦略について発表を行な
い、令和元年度アレルギー疾患医療全国拠



点病院連絡会議においても本戦略について
の説明を行なった。 
 
令和元年 9 月 30 日第 1 回班会議（参考資
料 1）、令和元年 12月 10日第 2回班会議（参
考資料 2）及びウエブミーティングにおい
て本戦略の各アクションプランについての
研究体制の構築、本戦略の評価方法の討議
を行なった。 
アレルギー疾患の現状把握のため、NDB デ
ータベースを活用することとなり、班会議
において、検討する項目について討議した。
NDB の集計・解析については NDB を用いた
疫学研究を行っている研究者、奈良県立医
科大学公衆衛生学 講師 野田龍也に研究
協力者として参画していただき行なった。 
 
また、日本からの国際雑誌への論文掲載状
況の把握のため、PubMed のデータベースよ
り、平成 27（2015）年 1月より令和元（2019）
年 12月までの 5年間、アレルギー領域では
The Journal of Allergy and Clinical 
Immunology, Allergy, Allergology 
International, The Journal of Allergy 
and Clinical Immunology in Practice, 
Clinical Experimental Allergy、そして免
疫学領域ではNature Immunology, Immunity, 
Science Immunology に著者の所属先として
日本(Japan)と記載のある論文数を集計し
た。 
免疫アレルギー領域の新規承認医薬品に
ついて把握するため、独立行政法人 医薬
品医療機器総合機構 PMDA ホームページ
https://www.pmda.go.jp/index.html に公
表されている承認情報より、平成 27年 4月
1日から令和 2年 3月 25 日までの間に承認
された医薬品をまとめた。 
 
本研究戦略を実装するため、学会の枠を超
えて若手研究者を中心とした次世代タスク
フォースを結成した。関連する 7 つの学会
よりメンバーの推薦をいただき、班会議に
おいて、委員長と副委員長を選出した。こ
のタスクフォースを中心にシンポジウムの
開催を企画し、またホームページを作成し
情報発信を行った。 
 
（倫理面への配慮） 

本研究では研究分担及び協力者による免疫
アレルギー疾患研究における課題の抽出、
課題についての現状把握、それらを基盤と
した今後に向けての展開について討議を行
い、報告書にまとめた。人を対象とする研
究は行っておらず、倫理面の問題はない。 
 
Ｃ．研究結果 
1）免疫アレルギー研究 10 か年戦略の周知
について 
免疫アレルギー疾患の効果的で有意義な
研究を推進するため、平成 29年度に本研究
班において、免疫アレルギー研究 10 か年戦
略の報告書が作成された。本年度は本研究
戦略の内容を広く周知するため、日本語総
説論文を執筆し、日本アレルギー学会誌「ア
レルギー」に投稿し、2020 年 69 巻（1）23-33
に掲載された。 
また免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略
の内容を広く世界の研究者に周知し、国際
連携研究を推進するため、本戦略の報告書
の英語化を行った。日本アレルギー学会の
英文誌「Allergology International」に
Secondary publication として令和 2 年 3
月に投稿した（論文タイトル：Strategic 
Outlook toward 2030: Japan’s Research 
for Allergy and Immunology）（in press）。 
 
第 68 回日本アレルギー学会学術大会（令
和元年 6 月、東京国際フォーラム）の会長
企画 5 において、研究協力者の貝沼圭吾
が免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略〜
「見える化」による安心社会の醸成〜につ
いて 発表した。 
 
令和元年度アレルギー疾患医療全国拠点
病院連絡会議（令和元年 12 月 15 日パシフ
ィコ横浜 会議センター）において、免疫
アレルギー疾患研究 10 か年戦略について
「見える化」による安心社会の醸成につい
ての説明を行なった。 
 
2）免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略の
現状把握及び評価に向けての準備について 
免疫アレルギー分野のレセプト情報・特定
検診等情報データベース（NDB）の活用に向
け、本研究班において、研究分担者および
協力者が中心となり、それぞれの専門領域



の疾患定義について検討項目について討議
した。NDB の活用については研究協力者と
して、奈良県立医科大学 公衆衛生学 野
田龍也講師に参画いただき集計・解析を行
った。2017 年度の NDB データベースよりア
ドレナリン自己注射製剤『エピペン注射液』
の処方状況、気管支喘息における生物学的
製剤の使用状況、気管支喘息における慢性
管理の状況、スギ花粉症におけるアレルゲ
ン免疫療法の実施状況、ダニアレルギーに
おけるアレルゲン免疫療法の実施状況、花
粉症に対して侵襲的治療の実施状況、食物
アレルギー診療における負荷試験の実施状
況、食物アレルギー診療における外来栄養
食事指導の実施状況についてのデータを抽
出した（資料 1）。現時点で報告できる解析
結果としては、エピペン注射液は、0.15mg
と 0.3mg の２種類の製剤が販売されている。
この２種類を合わせて、全国で 87,637 人に
対して、116,758 本（1.33 本/人）が処方さ
れ、そのうち、15歳未満では、42,852 人に
対して 67,788 本(1.58 本/人)であった。ま
た、性別で分類すると、全年齢階級におい
て、男性への処方が多かった（男性：55,833
人、女性：31,804 人）。こうした状況は、
小児期においては、エピペン注射液を自宅
及び学校等に保管するために複数本の処方
をされる場合が多いことや、成人男性にお
いては、林業従事者等のハチによるアナフ
ィラキシーへの予防策として処方される場
合が多いといった、実臨床との整合性が示
される結果となった。このように、NDB を
活用して罹患状況、診療状況の現状を把握
することは今後の研究戦略、政策研究の方
針を策定する上で重要である。これらの視
点から男女別、都道府県別、年齢別に評価
しデータをまとめ論文として報告する予定
である。 
 
また本戦略の評価方法について検討した。
日本からの国際雑誌への論文掲載状況の把
握のため、PubMedのデータベースより、2015
年 1 月より 2019 年 12 月までの 5 年間の論
文数の推移を検討した（資料 2）。アレルギ
ー領域では The Journal of Allergy and 
Clinical Immunology（JACI）計 180 報, 
Allergy 計 102 報 , Allergology 
International 計 477 報, The Journal of 

Allergy and Clinical Immunology in 
Practice 計 60 報, Clinical Experimental 
Allergy 計 44 報の論文の掲載があった。一
方、免疫学領域では Nature Immunology 計
72 報 , Immunity 計 90 報 , Science 
Immunology （2016 年の創刊であり、4年間
の集計）計 14 報の論文が掲載されていた。 
平成 27（2015）〜令和元（2019）年度に
医薬品医療機器総合機構の審査、薬事分科
会の審議・報告を経て、厚生労働大臣によ
って承認された薬剤についてのまとめも行
なった（資料 2）。新規に承認を受けた全分
野計 575 の医薬品のうち、免疫アレルギー
領域の薬剤は 107（19％）であった。免疫
アレルギー疾患領域において、5 年間では
計 48の生物学的製剤の承認があった。令和
元（2019）年度に新たに承認された免疫ア
レルギー領域の薬剤は、16 分野全 126 件の
承認のうち 24 件が本領域の新薬剤であり、
うち 12 の抗体医薬品の承認があった。 
 
3）免疫アレルギー研究 10 か年戦略の実装
を目指して 
 研究戦略の実装のため、研究の国際化・
多様化・有機的連携に繋げるため、若手研
究者を中心とした次世代タスクフォースを
結成した。関連する 7つの学会より計 11 名
のメンバーをご推薦いただいた：日本アレ
ルギー学会（足立剛也、森田英明）、日本小
児アレルギー学会（佐藤さくら、二村昌樹）、
日本皮膚科学会（中島沙恵子）、日本耳鼻咽
喉科学会（坂下雅文）、日本眼科学会（猪俣
武範、福島敦樹）、日本呼吸器学会（正木克
宜、神尾敬子）、日本免疫学会（倉島洋介）。
令和元年 11 月 15 日に第 1 回次世代タスク
フォースウエブミーティングが行われた。
名称についての討議、今後行うイベントに
ついて話し合った。令和元年 12 月 10 日の
第 2 回班会議において委員長に足立剛也、
副委員長に森田英明が選出された。第 2 回
班会議終了後に次世代タスクフォースの対
面ミーティングが行われた。2020 年に、日
本アレルギー学会と世界アレルギー機構
(World Allergy Organization: WAO)とで共
同開催される第 69 回日本アレルギー学会
学術大会（JSA/WAO Joint Congress 2020）
において、シンポジウムを開催することと
し、各学会における好事例についての紹介



が行われた。また、海外からの参加者と日
本人若手研究者が参加するイベントの例と
して、Hacking Dermatology の開催例が示
された。令和 2年 2月 28 日に第 2回次世代
タスクフォースウエブミーティングが行わ
れた。次世代タスクフォースの名称を
Empowering Next Generation 
Allergist/immunologist toward Global 
Excellence Task Force (ENGAGE)とした。
Nature-Immunology/東大医科研のイベント
について紹介があった。また、JSA/WAO 
Joint Congress 2020 において、ENGAGE 主
催のシンポジウム“留学のすヽめ 2020@世
界アレルギー学会”を行うこととなり、そ
の内容について討議された。NDB を活用し
たアレルギー疾患調査について：疾患定義
などについて検討した。各学会で 2020 年度
に予定されているイベントとの連携の可能
性について今後検討することとなった。ま
た Slack を活用した情報共有のもと、
ENGAGE のロゴを作成し、ホームページ 
ENGAGE-TF toward 2030 
https://www.engage-tf.jpを作成した。（参
考資料 3）。このウエブサイトでは News と
して、ミーティングの開催状況、論文の掲
載情報、等が発信され、Events として、留
学のすヽめ 2020@世界アレルギー学会につ
いての情報発信も行なっている。またLinks
として関連 7 学会のホームページ、日本人
研究者のためのグローバルプラットフォー
ムである一般社団法人 海外日本人研究者
ネットワークUnited Japanese researchers 
Around the world（UJA）のホームページ、
そして研究者の家族を支援し、研究者の家
族とともにイノベーションを推進すること
を目的とした NPO 法人ケイロン・イニシア
チブ Cheiron Initiative のホームページへ
のアクセスが可能となっている。 
 
Ｄ．考察 
 本研究戦略について、総説による論文発
表を行なったことにより、複数分野への周
知が図られた。今後それぞれの専門知識を
有機的に統合した免疫アレルギー研究開発
の推進に有用と思われた。また、総説の内
容は英語化され Secondary publication と
して Allergology International にも掲載
予定であり、国際連携可能な研究基盤情報

の構築とグローバルデータシェアリングの
推進にも役立つと考えられた。 
 
NDB の活用については、本年度、2017 年度
の NDB データベースにより、アドレナリン
自己注射製剤『エピペン注射液』の処方状
況、気管支喘息における生物学的製剤の使
用状況、気管支喘息における慢性管理の状
況、スギ花粉症におけるアレルゲン免疫療
法の実施状況、ダニアレルギーにおけるア
レルゲン免疫療法の実施状況、花粉症に対
して侵襲的治療の実施状況、食物アレルギ
ー診療における負荷試験の実施状況、食物
アレルギー診療における外来栄養食事指導
の実施状況についてのデータを取得した。
これらのデータを論文にまとめ、国際雑誌
に投稿していく。 
 
日本からの国際雑誌への論文掲載状況の
把握において、アレルギー領域は 5 年間の
推移として、堅調な論文数の増加傾向が見
られた。特に The Journal of Allergy and 
Clinical Immunology in Practice には 2019
年に 27 報（全体の 45％）の報告があり、
アレルギーの臨床研究が活発に行われてい
ると思われた。免疫学領域では Nature 
Immunology には年間あたり平均 14.4 報が
報告され、2018 年、2019 年とも 15 報の報
告があった。Immunity にも毎年 15 報以上
の報告が続いている。今後はこれらの論文
の内容についてもテキストマイニング等の
手法を用いて検討を行い、日本の研究の強
みを明らかにするとともに、国際連携を推
進すべき領域等について検討を進めていく。
さらに、10 か年戦略の 12 の戦略と比較検
討した際に、推進がなされてきた戦略、十
分には推進されてこなかった戦略を「見え
る化」する必要があると考えられた。 
平成 27（2015）〜令和元（2019）年度の
新医薬品の探索では、新規に承認を受けた
全分野計 575 の医薬品のうち、免疫アレル
ギー領域の薬剤は実に 1/5 に近い 107
（19％）であった。免疫アレルギー疾患領
域において、この 3 年間は生物学的製剤の
承認の増加があり、5年間では計 48 の生物
学的製剤の承認があり、全体の 8％を占め
ていた。令和元（2019）年度では免疫アレ
ルギー疾患領域の疾患において、24の新規



の承認があり、そのうち 12 が抗体医薬品で
あった。これらの新規治療のコストや再燃
等自然史の変化についての検討は、戦略３
-3:疾患特性、重症・難治性・治療抵抗性の
免疫アレルギー疾患研究において重要と位
置付けられており、今後の検討が望まれる。 
 
本年度、研究戦略の実装のため、関連する
7 つの学会より推薦されたメンバーによる
次世代タスクフォース ENGAGE が結成され
た。研究戦略 2-4 免疫アレルギー研究にお
ける国際連携、人材育成に関する基盤構築
研究、においては、国際競争力を高めるた
めには、国際的な研究者を育成し、かつ、
こうした人材育成の基盤を国内に構築する
ことが必要とされており、ENGAGE により、
これらの推進が期待される。また、ENGAGE
が中心となり、 AMED が進める Sipha 
(Serendipity Initiative Promoting 
HFSP-mindset by AMED)等を通じて、その他
のコミュニティとの連携が期待される。さ
らに ENGAGE のネットワークを活用して、本
研究戦略の評価のため、国内外留学者数、
国内外フェローシップ申請数、海外グラン
ト申請数を追っていく。また、今後の免疫
アレルギー領域において、次世代への研究
基盤の橋渡しのためのサンプル収集、臨床
情報の収集、データシェアリングへの準備
を行っていく必要がある。現在、アレルギ
ー医療提供体制の整備が進められており、
これらの医療機関と研究機関との円滑な連
携を構築し、中心拠点病院を活用した研究
推進は必要である。この連携を活用した情
報収集は本研究戦略の評価にも有用と考え
られ、ENGAGE が中心となり、この連携につ
いても進めていく。本年度、ホームページ
が作成されたことにより、本研究戦略に関
連する情報発信が迅速に行われるようにな
った。これらを活用した国際連携、若手研
究者の育成の推進が期待される。 
 
Ｅ．結論 
免疫アレルギー疾患研究 10か年戦略 2030
〜「見える化」による安心社会の醸成〜の
内容について、免疫アレルギーの学術雑誌
「アレルギー」に総説として発表した。世
界へ向けた情報発信として、日本語総説の
内容を英語化し、Secondary publication

として Allergology International に投稿
した。本年度は平成 29（2017）年の NDB デ
ータベースよりアドレナリン自己注射製剤
の処方状況や気管支喘息における生物学的
製剤の使用状況等の情報の取得を行なった。
これらの情報はアレルギーの現状把握に貴
重な情報となる。今後、これらについて検
討を行い、論文として報告するとともに、
将来的に取り組むべき研究課題や戦略の見
直しに反映させていく。また今後の本研究
戦略の実装に向け、関連する 7 つの学会よ
り推薦を受けた計 11 名のメンバーによる
次世代タスクフォース ENGAGE が結成され
た。ENGAGE が中心となり、ホームページに
おける情報提供をはじめ、国際連携を推進
していく。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  なし 
 
Ｇ．研究発表 
1.  論文発表 
 アレルギー 69 巻 1 号 23-33. 総説 
免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略
2030：「見える化」による安心社会の醸成、
令和 2 年 2 月 1 日発行、一般社団法人 日
本アレルギー学会 足立剛也, 貝沼圭吾, 
浅野浩一郎, 天谷雅行, 新井洋由, 石井健, 
伊藤浩明, 内尾英一, 海老澤元宏, 岡野光
博, 椛島健治, 近藤健二, 今野哲, 佐伯秀
久, 園部まり子, 長尾みづほ, 檜澤伸之, 福
島敦樹, 藤枝重治, 松本健治, 森田英明, 山
本一彦, 吉本明美, 玉利真由美 
 
2.  学会発表 
JEX Program and Beyond: Toward the 
International/Interdisciplinary 
Frontier Science. Workshop of the JEX 
Program in Germany 2019, Berlin, Germany, 
June 8th, 2019. Takeya Adachi 
 
第 68 回日本アレルギー学会学術大会 令
和元年 6 月、東京国際フォーラム 会長企
画 5 免疫アレルギー疾患研究 10か年戦略
〜「見える化」による安心社会の醸成〜に
ついて 貝沼圭吾 
 
3. その他 



足立剛也, 浅野 浩一郎, 天谷雅行, 新井洋
由, 石井健, 伊藤浩明, 内尾英一, 海老澤
元宏, 岡野光博, 椛島健治, 近藤健二, 今
野哲, 佐伯秀久, 園部まり子, 長尾みづほ, 
檜澤伸之, 福島敦樹, 藤枝重治, 松本健治, 
森田英明, 山本一彦, 吉本明美, 玉利真由
美：免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略 
2030 ～「見える化」による安心社会の醸成
～. 一般向けパンフレット, 2019 年 5月. 
 
足立剛也：Science 5.0 に向けて 今問われ
る”prepared mind”とは？. EMBA 三田会, 
東京, 2019 年 12 月 13 日 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 
 なし 
 
 2. 実用新案登録 
 なし 
 
 3.その他 



資料1 NDB免疫アレルギー疾患  集計仕様 
 
免疫アレルギー疾患 NDB 集計の設計図（2020.3.19 更新） 
 
○集計対象期間：2017年４月〜2018 年３月（2017 年度、平成 29 年） 
○患者数集計：ID0 でおこなう 
○１に、同一の ID0 に複数の値（複数の都道府県や加齢による複数の年齢階級等）が発生    
 する場合は、それぞれの時点でカウントする。 
○年齢については、レセプト時点での年齢を採用する。なお、全国値の集計における年齢階級は満年齢
（年度末時点での年齢）とする。 
○各検討については、結果イメージの対応シート参照のこと 
 
１、アドレナリン自己注射製剤『エピペン注射液』の処方状況 
 
 アナフィラキシーに対する自己注射製剤であるエピペン注射液の処方状況を把握する。 
 ＜エクセルファイル「第 1回解析用コード表」のシート「アナフィラキシー」内のコード＞ 
 
〇集計対象レセプト：医科入院外レセプト、調剤レセプト、入院レセプト、DPC レセプト 
  
集計対象：A．行 2～行 10 までの傷病名コードのうち 1つ以上が付与 

B．行 13の在宅自己注射指導管理料（1以外の場合）（月２７回以下）の診療行為 
コードが付与 
上記 Aかつ Bのレセプトが発生した個人 ID（ID0）の医科入院外/調剤レセプト 

 
 患者 1-a. エピペン注射液 0.15mg が処方されている患者数 
 患者 1-b. エピペン注射液 0.3mg が処方されている患者数 
 
 患者 1-a.、患者 1-b のそれぞれについて、下記の集計を行う。 
 
・表の表頭：全体、各都道府県 
・表の表側：全体、小児の合計（0-14 歳）、性別（男女）、年齢階級（0〜9 歳は１歳刻み、10歳以上

５歳刻み）、病院／診療所、アナフィラキシーを含む各傷病名（行 2～行 10）、処方本数
（一人当たりに対しての年間処方本数） 

なお、a,b で双方に当てはまってカウントされている場合は、重複でカウントする。 
 
【集計方法】1-a,1-b, 1-a or 1-b 

 



 
２、気管支喘息における生物学的製剤の使用状況 
 
 気管支喘息に対して標準治療では使用されない生物学的製剤の処方状況を把握する。 
  
（１） 対象：医科入院外レセプト 
IY で以下が算定されているレセプト  

集計番号 医薬品(IY) コード名称 

2-a 621894701 ゾレア皮下注用１５０ｍｇ 

2-a 622217001 ゾレア皮下注用７５ｍｇ 

   
2-b 622489001 ヌーカラ皮下注用１００ｍｇ 

 
（２） 絞り込み条件：以下の傷病名コードのいずれか（疑いを除く） 

傷病名(SY) コード名称 

8830247 アスピリン喘息 

4930001 アトピー性喘息 

8841641 運動誘発性喘息 

8831609 感染型気管支喘息 

4930002 外因性喘息 

4939008 気管支喘息 

8847852 気管支喘息合併妊娠 

4939010 気管支喘息重積発作 

4939012 気管支喘息発作 

8833884 混合型喘息 

4930005 小児喘息 

8834797 小児喘息性気管支炎 

4930006 職業喘息 

4939016 心因性喘息 

4281005 心臓喘息 

8844994 ステロイド依存性喘息 

8846176 咳喘息 

4939022 喘息性気管支炎 

4939037 難治性喘息 

8847408 乳児喘息 

4939003 アレルギー性気管支炎 

   
（３） 集計： 
2-a、2-b のそれぞれについて、下記の集計を行う。 
・表の表頭：各都道府県×病院／診療所 



・表の表側：性別（男女）、年齢階級（0〜9 歳は１歳刻み、10歳以上５歳刻み）、 
・集計値：患者数（ID0） 
 
2-a、2-b のそれぞれに対し、下記を集計する。 
・表の表頭：全国 
・表の表側：性別（男女）満年齢階級（0〜9 歳は１歳刻み、10歳以上５歳刻み） 
・集計値：患者数（ID0） 
 
 



３、気管支喘息における慢性管理の状況 
  

 気管支喘息に対して、ピークフロー等を用いた管理の状況を把握する 
  
（１） 対象：入院外レセプト 
SI において以下が算定されているレセプト 
集計番号 診療行為(SI) コード名称 

3-a 113004910 喘息治療管理料１（２月目以降） 

3-a 113005710 喘息治療管理料１（１月目） 

      

3-bc 113018110 喘息治療管理料２（６歳未満） 

3-bc 113018210 喘息治療管理料２（６５歳以上） 

   
3-d 113008070 重度喘息患者治療管理加算（１月目） 

3-d 113008170 重度喘息患者治療管理加算（２月目以降６月目まで） 

 
（２） 絞り込み条件：なし 
（３） 集計 
3-a、3-bc、3-d のそれぞれについて、下記の集計を行う。 
・表の表頭：各都道府県×病院／診療所 
・表の表側：性別（男女）、年齢階級（0〜9 歳は１歳刻み、10歳以上５歳刻み）、 
・集計値：患者数（ID0） 
 
3-a、3-bc、3-d のいそれぞれについて、下記を集計する。 
・表の表頭：全国 
・表の表側：性別（男女）満年齢階級（0〜9 歳は１歳刻み、10歳以上５歳刻み） 
・集計値：患者数（ID0） 
 



４、スギ花粉症におけるアレルゲン免疫療法の実施状況 
 
 スギ花粉症治療で、現在唯一の根治治療とされるアレルゲン免疫療法の実施状況を把握する 
 
（１） 対象：入院外レセプト 
IY において以下が算定されているレセプト 
集計番号 医薬品(IY) コード名称 

4-a 628035601 治療標準アレルゲンエキストリイスギ花粉２００ＪＡＵ／ｍＬ ２ｍＬ 

4-a 628035701 治療用標準アレルゲンエキストリイスギ花粉２千ＪＡＵ／ｍＬ ２ｍＬ 

   
4-b 622307901 シダトレンスギ花粉舌下液２００ＪＡＵ／ｍＬボトル １０ｍＬ 

4-b 622308001 シダトレンスギ花粉舌下液２，０００ＪＡＵ／ｍＬボトル １０ｍＬ 

4-b 622308101 シダトレンスギ花粉舌下液２，０００ＪＡＵ／ｍＬパック １ｍＬ 

4-b 622626901 シダキュアスギ花粉舌下錠２，０００ＪＡＵ 

4-b 622627001 シダキュアスギ花粉舌下錠５，０００ＪＡＵ 

 
（２） 絞り込み条件：なし 
（３） 集計 
4-a（皮下免疫療法）、4-b（舌下免疫療法）のそれぞれについて、下記の集計を行う。 
・表の表頭：各都道府県×病院／診療所 
・表の表側：性別（男女）、年齢階級（0〜9 歳は１歳刻み、10歳以上５歳刻み）、 
・集計値：患者数（ID0） 
 
4-a（皮下免疫療法）、4-b（舌下免疫療法）のそれぞれについて、下記を集計する。 
・表の表頭：全国 
・表の表側：性別（男女）満年齢階級（0〜9 歳は１歳刻み、10歳以上５歳刻み） 
・集計値：患者数（ID0） 

 



５、ダニアレルギーにおけるアレルゲン免疫療法の実施状況 
 
ダニへのアレルギー治療で、アレルゲン免疫療法の実施状況を把握する 
（１） 対象：入院外レセプト 
IY において以下が算定されているレセプト 
集計番号 医薬品(IY) コード名称 

5-a 622404101 治療用ダニアレルゲンエキス皮下注トリイ１万ＪＡＵ／ｍＬ ２ｍＬ 

5-a 622404201 治療用ダニアレルゲンエキス皮下注トリイ１０万ＪＡＵ／ｍＬ ２ｍＬ 

   
5-b 622424601 アシテアダニ舌下錠１００単位（ＩＲ） １００ＩＲ 

5-b 622424701 アシテアダニ舌下錠３００単位（ＩＲ） ３００ＩＲ 

5-b 622455201 ミティキュアダニ舌下錠３，３００ＪＡＵ 

5-b 622455301 ミティキュアダニ舌下錠１０，０００ＪＡＵ 

 
（２） 絞り込み条件：なし 
（３） 集計 
5-a（皮下免疫療法）、5-b（舌下免疫療法）のそれぞれについて、下記の集計を行う。 
・表の表頭：各都道府県×病院／診療所 
・表の表側：性別（男女）、年齢階級（0〜9 歳は１歳刻み、10歳以上５歳刻み）、 
・集計値：患者数（ID0） 
 
5-a（皮下免疫療法）、5-b（舌下免疫療法）のそれぞれについて、下記を集計する。 
・表の表頭：全国 
・表の表側：性別（男女）満年齢階級（0〜9 歳は１歳刻み、10歳以上５歳刻み） 
・集計値：患者数（ID0） 

  



６、花粉症に対して侵襲的治療の実施状況 
6-a： 
 花粉症による結膜炎及び鼻炎に対して、手術等の侵襲的治療の実施状況を把握する 
（１） 対象：DPC レセプト、入院レセプト、入院外レセプト 
SI において下記が算定されているレセプト 

集計番号 診療行為(SI) コード名称 

6-a-1 150080610 結膜腫瘍冷凍凝固術 

6-a-2 150291710 結膜腫瘍摘出術 

6-a-3 150080750 結膜肉芽腫摘除術 

 
（２） 絞り込み条件：DPC の SI に対応する SYもしくは SB、入院・入院外レセプトでは SI に対応する
SY で、下記のいずれかの傷病名コード（疑いを除く）が付与されていること 

集計番号 傷病名(SY) コード名称 

6-a 8832705 巨大乳頭結膜炎 

6-a 3721003 春季カタル 

 
（３） 集計 
6-a-1～6-a-3 のそれぞれについて、下記の集計を行う。 
・表の表頭：各都道府県×病院／診療所 
・表の表側：性別（男女）、年齢階級（0〜9 歳は１歳刻み、10歳以上５歳刻み）、 
・集計値：患者数（ID0） 
 
6-a-1～6-a-3 のいずれかが算定されているレセプトについて、下記の集計を行う。 
・表の表頭：全国 
・表の表側：性別（男女）満年齢階級（0〜9 歳は１歳刻み、10歳以上５歳刻み） 
・集計値：患者数（ID0） 

 
6-b： 
  
（１） 対象：DPC レセプト、入院レセプト、入院外レセプト 
SI において下記が算定されているレセプト 

集計番号 診療行為(SI) コード名称 

6-b-1 150097310 鼻腔粘膜焼灼術 

6-b-2 150097450 下甲介粘膜焼灼術 

6-b-3 150356410 下甲介粘膜レーザー焼灼術（両側） 

6-b-4 150099010 粘膜下下鼻甲介骨切除術 

6-b-5 150099710 経鼻腔的翼突管神経切除術 

 
（２） 絞り込み条件：DPC の SI に対応する SYもしくは SB、入院・入院外レセプトでは SI に対応する
SY で、下記のいずれかの傷病名コード（疑いを除く）が付与されていること 

集計番号 傷病名(SY) コード名称 

6-b 4779004 アレルギー性鼻炎 

6-b 4779016 季節性アレルギー性鼻炎 

6-b 8837835 通年性アレルギー性鼻炎 



6-b 4770002 花粉症 

 
（３） 集計 
6-b-1～6-b-5 のそれぞれについて、下記の集計を行う。 
・表の表頭：各都道府県×病院／診療所 
・表の表側：性別（男女）、年齢階級（0〜9 歳は１歳刻み、10歳以上５歳刻み）、 
・集計値：患者数（ID0） 
 
6-b-1～6-b-5 のいずれかが算定されているレセプトについて、下記の集計を行う。 
・表の表頭：全国 
・表の表側：性別（男女）満年齢階級（0〜9 歳は１歳刻み、10歳以上５歳刻み） 
・集計値：患者数（ID0） 

 



７、食物アレルギー診療における負荷試験の実施状況 
 
 食物アレルギーの診断に不可欠な経口負荷試験の実施状況を把握する 
（１） 対象：DPC レセプト、入院レセプト、入院外レセプト 
SI において下記が算定されているレセプト 
集計番号 診療行為(SI) コード名称 

7 190178210 短手３（小児食物アレルギー負荷検査） 

7 190178310 短手３（小児食物アレルギー負荷検査）（生活療養） 

7 160180410 小児食物アレルギー負荷検査 

 
（２） 絞り込み条件 
① 診療年月時点での年齢が 9歳未満であること、かつ、 
② DPC の SI に対応する SY もしくは SB、入院・入院外レセプトでは SIに対応する SY で、 
下記のいずれかの傷病名コード（疑いを含む）が付与されていること 

集計番号 傷病名(SY) コード名称 

７，８ 6931002 牛乳アレルギー 

７，８ 8844048 口腔アレルギー症候群 

７，８ 8842725 小麦アレルギー 

７，８ 9953021 食物アレルギー 

７，８ 8842794 そばアレルギー 

７，８ 8842800 卵アレルギー 

７，８ 8845482 ピーナッツアレルギー 

７，８ 8833448 好酸球性胃腸炎 

７，８ 8848201 食物蛋白誘発胃腸炎 

 
（３） 集計 
下記の集計を行う。 
・表の表頭：各都道府県×病院／診療所 
・表の表側：性別（男女）、年齢階級（0〜８歳は１歳刻み） 
・集計値：算定回数 
 

 



８、食物アレルギー診療における外来栄養食事指導の実施状況 
 
 食物アレルギーの経過観察に重要な栄養指導の実施状況を把握する 
 
（１） 対象：入院外レセプト 
SI において下記が算定されているレセプト 
集計番号 診療行為(SI) コード名称 

8 113017410 外来栄養食事指導料（初回） 

8 113017510 外来栄養食事指導料（２回目以降） 

 
（２） 絞り込み条件 
SY で、下記のいずれかの傷病名コード（疑いを含まない）が付与されていること 

集計番号 傷病名(SY) コード名称 

７，８ 6931002 牛乳アレルギー 

７，８ 8844048 口腔アレルギー症候群 

７，８ 8842725 小麦アレルギー 

７，８ 9953021 食物アレルギー 

７，８ 8842794 そばアレルギー 

７，８ 8842800 卵アレルギー 

７，８ 8845482 ピーナッツアレルギー 

７，８ 8833448 好酸球性胃腸炎 

７，８ 8848201 食物蛋白誘発胃腸炎 
 
（３） 集計 
下記の集計を行う。 
・表の表頭：各都道府県×病院／診療所 
・表の表側：性別（男女）、年齢階級（0〜9 歳は１歳刻み、10歳以上５歳刻み） 

・集計値：算定回数 
 
 
 



資料 2 研究体制構築に向けた現状把握のための資料 
 
各アクションプランについての研究体制の構築のための現状把握 
 
[1] 国際雑誌 論文掲載数 
 

PubMed を平成 27 年(2015)1 月 1 日より令和元（2019）年 12月 31 日で検索集計した 
方法 
Advanced Search Builder を使用 
著者の所属先として日本(Japan)と記載のある論文数を集計した 
 
結果 
アレルギー領域 
The Journal of Allergy and Clinical Immunology（JACI）計 180 論文 
Allergy 計 102 論文 
Allergology International 計 477 論文 
The Journal of Allergy and Clinical Immunology in Practice）計 60 論文 
Clinical Experimental Allergy 計 44 論文 
 
免疫学領域 
Nature Immunology 計 72 論文 
Immunity 計 90 論文 
Science Immunology 計 14 論文 

 
アレルギー分野 論文数 
 
The Journal of allergy and clinical immunology 計 180 論文 
2015 2016 2017 2018 2019 

合計 25 31 31 45 48 

 



Allergy 計 102 論文 
2015 2016 2017 2018 2019 

合計 12 11 14 25 40 

 

 
 
Allergology International 計 502 論文 
2015 2016 2017 2018 2019 

合計 82 87 101 98 109 

 

 



The Journal of allergy and clinical immunology in Practice 計 60 論文 
2015 2016 2017 2018 2019 

合計 3 10 6 14 27 

 

 
 
Clinical Experimental Allergy 計 44 論文 
2015 2016 2017 2018 2019 

合計 4 9 10 12 9 

 

 
 



 

免疫学分野 論文数 
 
Nature Immunology 計 72 論文 
2015 2016 2017 2018 2019 

合計 13 18 11 15 15 

 

 
 
Immunity 計 90 論文 
2015 2016 2017 2018 2019 

合計 22 22 15 16 15 

 

 
 



Science Immunology 計 13 論文 （2016 年創刊） 
2016 2017 2018 2019 

合計 1 5 2 6 
 

 



 
[2]新医薬品リスト 
 
平成 27 年 4 月 1 日から令和 2 年 3 月 25 日までの間に、総合機構の審査、薬事分科会の審議・報告を経て、
厚生労働大臣によって承認された「新医薬品」。 
https://www.pmda.go.jp/review-services/drug-reviews/review-information/p-drugs/0031.html にて公開
されている別表エクセルファイルより、免疫アレルギー疾患研究分野に関連すると思われる「新医薬品」を
まとめた 
 
％は総数に対しての割合 

年度 総数 免疫アレルギー（％） 
免疫アレルギー関連
生物学的製剤（％） 

2015 115 17（15） 5（4） 

2016 112 24（21） 6（5） 

2017 104 22（21） 13（13） 

2018 118 20（17） 12（10） 

2019 126 24（19） 12（10） 

計 575 107 (19) 48 (8) 

 
 

免疫アレルギー領域とその他の領域の年度別新規承認医薬品数 

 

 
新規に承認された免疫アレルギー疾患領域の生物学的製剤の数 
 

 
 



 
令和元年度（2019）-1 
 

 
 
 



令和元年度（2019）-2 
 

 
 



 
平成 30年度（2018） 

 



平成 29年度（2017） 
 



平成 28年度（2016） 
 

 
 
 
 
 
 



平成 27年度（2015） 
 

  


